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１１総合計画審議会における施策評価（二次評価）について《報告》１１ 

 

■ 平成２６年度以降の施策評価の進め方について 

・平成２６年度から後期基本計画が始まっている中では、今後の施策展開に具体的な反映が

できるような施策評価を実施する。 

・平成２６年度には継続的又は経常的な施策を、平成２７年度には短期間に効果の現れやす

い施策を、平成２８年度には効果を生み出すまでに時間を要する施策を対象とすることを

基本に、各施策の評価を行う。 

・また、平成２６年度から２８年度までの３カ年の評価対象については、特に審議会からの

意見を求めたいと所管部が望む施策の庁内募集も行う。 

・平成２６年度から２８年度までの３カ年における施策評価の実施状況を踏まえ、平成２９

年度にまとめの施策評価を行い、新たな方向性の策定に繋げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 総合計画審議会委員の任期ついて 

・平成２９年度における後期基本計画のまとめの施策評価と、その後の新たな方向性に関す

る審議については、同一の委員構成での実施としたい。そのため、委員任期は現行どおり

２年のままとし、平成２６年７月に次期改選を予定する。 
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■ 総合計画審議会での施策評価（二次評価）の手法について 

① 総合計画審議会の内部に、具体的な評価作業を行う二つの部会を設置する。 

② 委員の構成は各６名とし、構成する委員は同一年度内の変更を原則行わない。 

③ 各部会が担当する施策の分担は、個別目標のレベルで関連性の高いものをそれぞれ３施策

（所管部から提案された施策を含む）程度ずつ全体会で割り振る。 

④ 部会の開催にあたっては、もう一方の部会に属する委員の任意での参加を妨げない。 

⑤ 各部会における審議経過などについては、随時、情報共有を図る。 

⑥ 部会における最終的な評価結果については、部会長から全体会へ報告を行う。 

⑦ 全体会では各部会からの報告を取りまとめたうえで、会長が市長への提言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一年間の流れ 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

庁 内 

            

審議会 

（全体会） 
            

 
第１、第２ 

部 会 

            

 

 

 

提言の取りまとめ 

施策の割り振り 

全体会での調整 

＜部会での取り組み＞ 

・庁内での一次評価の結果などを踏まえた 

二次評価の実施 

・必要に応じて所管部への聞き取りを実施 

・評価結果を全体会に報告（部会長） 

・部会員及び部会長の選出 

・部会ごとの担当施策の割り振り 

・部会からの評価結果の取りまとめ 

・市長への提言（会長） 

総合計画審議会(全体会) 

二つの部会 
（各６名で構成） 

提言 

施策（一次）評価 

施策（二次）評価 

事務事業評価 

実施計画の編成、予算編成など 

情報提供 

評価対象 
施策の提示 


